<別紙１>

中小企業基本法に基づく中小企業の要件を満たす法人について

資本金基準又は従業員基準のいずれかを満足する企業 

	主たる事業として営んでいる業種 
	資本金基準 

資本金の額
又は出資の総額 
	従業員基準 

常時使用する
従業員の数 

	製造業、建設業、運輸業、その他の業種(下記以外) 
	３億円以下
	３００人以下

	卸売業 
	１億円以下
	１００人以下

	サービス業(情報サービス業を含む) 
	５千万円以下
	１００人以下

	小売業 
	５千万円以下
	５０人以下


（※１）常用使用する従業員には、事業主、法人の役員、臨時の従業員を含まない。 

(※２) 法人格のない個人事業者を含む。 

(※３) NPO法人を含まない(NPO法人とは、「非営利」で規約等がある民間組織をいう。)。 
ただし、以下の項目に該当する中小企業を除く。 

· 発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が、同一の大企業(特定ベンチャーキャピタル、中小企業投資育成株式会社、投資事業有限責任組合を除く)の所有に属している法人(以下、見なし大企業という。) 

· 発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が、同一の見なし大企業(特定ベンチャーキャピタル、中小企業投資育成株式会社、投資事業有限責任組合を除く)の所有に属している法人 

· 発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が、複数の大企業(見なし大企業を含む。特定ベンチャーキャピタル、中小企業投資育成株式会社、投資事業有限責任組合を除く)の所有に属している法人 

· 役員の総数の２分の１以上を大企業(見なし大企業を含む。特定ベンチャーキャピタル、中小企業投資育成株式会社、投資事業有限責任組合を除く)の役員又は職員が兼ねている法人 

以 上

